様式自由書類　作成要領
C　建物図面・設置基準等
13　管内地図
　(1)　最寄駅からの経路がわかる住宅地図等。

　(2)　最寄駅と計画地までの経路に太線でマーキングすること。

　(3)　最寄駅からの交通手段（バス、タクシー、徒歩等）と時間を記載すること。
　　　　例　　○○線 △△駅より バス××前下車 徒歩●●分　　又は

□□線 ★★駅より タクシー☆☆分
16～17　改修部分を明示した図面・整備に関する新図面
　(1)　改修箇所が分かるように建物や該当箇所を太字で囲う等すること。
　(2)　図面上には主要な部屋等の面積や廊下・バルコニーの幅を記入し、面積についてはどこまでをその用途でみているか、分かるようにすること。
　(3)　図面の大きさは、Ａ３サイズとし、縮尺は１／３００以上とすること。
D　建設自己資金・寄附金の証明書類
※法人の自己資金確認書類
　出所の不透明な資金（通帳等で確認できない資金）は含めないこと。

22　令和３年度の予算書・令和２年度の決算書
　　　どの資金を充当するかマーキングすること。

　　（既存施設の運営資金として、年間事業費の１２分の１以上を確保していること。）
23　預金残高証明書

　　(1)　原本を提出すること（コピー不可）。

(2)　令和２年、令和３年の協議書提出月の前月の末日（２か年とも同一の月日）で、同一口座のものを提出すること。
　　(3)　預金口座が複数ある場合は、積立金・本部繰越金等の自己資金が分かる口座の２か年分の残高証明書と、それらを一覧表にまとめたものを添付すること。
通帳（写）
　　協議書の内示前確認時には通帳（上記の期間）の原本確認を行うので、持参すること。

※　寄附者（寄附団体）に関する確認書類
　　以下の書類を寄附者（寄附団体）ごとに添付すること。

　預金残高証明書
(1)　原本を提出すること（コピー不可）。

(2)　令和２年、令和３年の協議書提出月の前月の末日（２か年とも同一の月日）で、同一口座のものを提出すること。
　　(3)　預金口座が複数ある場合は、同様に２か年分の残高証明書と、それらを一覧表にまとめたものを添付すること。
通帳（写）

協議書の内示前確認時には通帳（上記の期間）の原本確認を行うので、持参すること。

※　寄附団体が非営利法人の場合、寄附について当該法人を所管する部局と十分事前協議を行うこと。（例）宗教法人：東京都生活文化スポーツ局

Ｅ　借入金・償還財源関係
30　独立行政法人福祉医療機構、東京都福祉保健財団関係書類
　　　

借入を受ける場合は、福祉医療機構、財団の確認を受けること。
F　社会福祉法人関係
33　指導検査結果通知書及び改善報告書

　　既存法人（他道府県法人含む）は、直近のものを提出すること。
　　さらに、30年度中に指導検査を受けた場合は、書類が整い次第、随時提出すること。
34　当該改修事業にかかる理事会の議事録（写）
　　　理事会議事録

整備を必要とする理由、施設、改修内容の決定、関係区市町村との調整状況など、各理事の質疑など発言内容や、決定の経過がわかる詳細なものを作成し、写しを原本証明すること。また、自己資金確認書類、寄附者（寄附団体）に関する確認書類について、理事会で内容の審査・決定を受けたことや、設計事務所を選定した理由、その選定基準及び選定時の理事会等の状況がわかる部分についても議事録を作成すること。
35　建物登記簿謄本
　(1)　全部事項証明書原本を提出すること（コピー不可）。
(2)　建物に根抵当権及び抵当権が登記されている場合には、抹消確約書を必ず添付すること。
なお、抹消確約書には、金融機関の名において条件・時期等が明記されていること。

(3)　(2)については、協議書確定時までに抹消すること。
Ｇ　見積書等
37　設計・監理見積書
(1)　基本設計・実施設計・監理業務の内訳のある見積書とすること。

(2)　補助対象は内示以降の契約（業務）であり、内示前に行う基本設計等の業務については補助対象とならないので、別契約とすること。
　(3)　基本設計の契約を既に締結している場合、契約書（写）を提出すること。
38　工事見積書

　　工事見積書は、補助対象と対象外を区分し、内訳を作成すること。
39　工事工程表

(1)　設計から建物の竣工まで、月単位で出来高を確認できる工程表を作成する。

(2)　工程表には、出来高曲線を明示すること。

(3)　なお、２か年以上の事業になる場合は、各年度末の工事出来高（％）が分かるようにすること。

40　仮設施設整備にかかる工事見積書等

　　補助対象と対象外を区分し、内訳を作成すること。

41　土地借料にかかる見積書等

補助対象と対象外を区分し、内訳を作成すること。
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